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主要事項

県民環境部、産業労働部
（単位：千円）

１　目的・背景 　エネルギー価格高騰に対する国の負担軽減策の対象となっていないＬＰガス及び特別高圧電力について、

引き続き、高騰分の一部を支援することにより、家計や企業の負担軽減を図る。

２　事業内容 （１）事業期間 令和５年度～令和７年度（2023年度～2025年度）

（２）事業概要

※国の支援対象：都市ガス、オートガス（タクシー）、低圧電力及び高圧電力

（３）債務負担行為を設定する理由
　ＬＰガス及び特別高圧電力に係る支援について、令和６年度～令和７年度の複数年度にわたるため、
　債務負担行為を設定するもの。

（※）予算額には会計年度任用職員に係る給与費を含む

合　計 546,112 719,231

1

債務負担行為限度額

特別高圧電力に
係る支援

中小企業
・2.0円/kWh × 使用量（令和６年８月～９月）
・1.3円/kWh × 使用量（令和６年10月、令和７年１月～２月）
・0.7円/kWh × 使用量（令和７年３月）

534,832 219,943

大企業
（上限：２億円）

・1.0円/kWh × 使用量（令和６年８月～９月）
・0.7円/kWh × 使用量（令和６年10月、令和７年１月～２月）
・0.4円/kWh × 使用量（令和７年３月）

くらしの安全
安心課

工業用
・27円/㎥ × 使用量（令和６年８月～９月）
・15円/㎥ × 使用量（令和６年10月、令和７年１月～３月）

－ 174,568

産業政策課

区　　分 内　　容
令和６年度
予 算 額

令和７年度
予 算 額

担 当 課

ＬＰガスに
係る支援

家庭業務用 定額1,300円（令和６年８月～10月、令和７年１月～３月） 11,280 324,720

くらしの安全安心課
産業政策課

事 項 名
光熱費高騰対策家庭等支援費補助
経営支援緊急対策事業費

予　算　額
546,112

（債務負担）719,231
予算説明書頁

課　　　　名
（室　　　名）

細事項名

家庭等ＬＰガス料金高騰緊急対策事業費
（債務負担行為）家庭等ＬＰガス料金高騰緊急対策事業費
（債務負担行為）工業用ＬＰガス料金高騰緊急対策事業費
特別高圧電気料金高騰緊急対策事業費
（債務負担行為）特別高圧電気料金高騰緊急対策事業費

一般財源
0

（債務負担）0
25・31

（その４）４



物価高騰対策一覧
（単位：千円）

一般財源

546,112 0

（債務負担） 719,231 0

546,112 0

（債務負担） 719,231 0
合　　計

事 業 名 概　　要
予　算　額

担当課
総額

LPガス・特別高圧電力価格高騰対策事業
費

エネルギー価格高騰の影響を受けている家計や企業の負担軽減を
図るため、LPガス及び特別高圧電力の高騰分の一部を支援

くらしの安全安心課
産業政策課


